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(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。 

２．売上高には、消費税等は含まれていない。 

  

大日本印刷グループ(以下「ＤＮＰ」)は、当社及び子会社149社、関連会社19社で構成され、印刷事業においては、

情報コミュニケーション、生活・産業、エレクトロニクスに関連する活動を行っており、清涼飲料事業においては、

清涼飲料に関連する活動を行っている。 

当第３四半期連結累計期間において、ＤＮＰが営む事業の内容について、重要な変更はない。また、主要な関係会

社に異動はない。 

  

第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第119期 

第３四半期 
連結累計期間

第120期 
第３四半期 
連結累計期間

第119期

会計期間
自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日

自  平成25年４月１日 
至  平成25年12月31日

自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日

売上高 (百万円) 1,088,291 1,075,027 1,446,607

経常利益 (百万円) 28,737 40,607 40,318

四半期(当期)純利益 (百万円) 9,896 22,002 19,217

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 12,861 54,676 42,121

純資産額 (百万円) 908,322 970,827 937,055

総資産額 (百万円) 1,539,752 1,548,258 1,578,976

１株当たり四半期(当期)純利益金額 (円) 15.36 34.16 29.83

潜在株式調整後 
１株当たり四半期(当期)純利益金額

(円) 15.32 34.01 29.79

自己資本比率 (％) 56.13 59.81 56.56
 

回次
第119期 

第３四半期 
連結会計期間

第120期 
第３四半期 
連結会計期間

会計期間
自  平成24年10月１日
至  平成24年12月31日

自  平成25年10月１日 
至  平成25年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 14.75 11.08
 

２ 【事業の内容】
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当第３四半期連結累計期間において新たに発生した事業等のリスクはない。 

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はない。 

  

  

以下各項目の記載金額は消費税等抜きのものである。 

  

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府の一連の経済政策の効果により、個人消費の増加や企業

収益の改善などの明るい兆しが見られたが、海外の経済成長の減速、消費税率引き上げにともなう需要の変動など

の懸念材料もあり、景気の先行きは依然として不透明な状況が続いた。 

印刷業界は、原材料価格の上昇や競争激化による受注単価の下落もあり、引き続き厳しい経営環境にあった。 

このような状況のなか、ＤＮＰは、事業ビジョン「Ｐ＆Ｉソリューション」に基づき、「未来のあたりまえを作

る。」をキャッチフレーズとして積極的な事業活動を展開し、顧客ニーズに対応した製品、サービス、ソリューシ

ョンの提供に努めてきた。また、品質、コスト、納期など、あらゆる面で強い体質を持った生産体制の確立を目指

して「モノづくり２１活動」に取り組んだ。さらに、全体最適の視点に立って国内外の事業体制の再編などの構造

改革を進めるとともに、生活者やソーシャル、グローバルといった視点に立って積極的な事業展開に取り組んだ。

昨年１０月には、こうした事業活動の基盤を強化するため、ＤＮＰ柏データセンターを新設し、電子書籍や電子チ

ラシなどのＤＮＰ独自の情報サービスを展開する体制を構築した。 

その結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は１兆750億円(前年同期比1.2％減)、営業利益は361億円(前年同

期比47.6％増)、経常利益は406億円(前年同期比41.3％増)、四半期純利益は220億円(前年同期比122.3％増)となっ

た。 

  

第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】

契約会社名 相手方の名称 国名又は地域 契約年月日及び契約内容

大日本印刷株式会社

(当社)
 

他当社連結子会社１社

Photronics,Inc.
 

Photronics 

Semiconductor 

Mask Corp.

日本

米国

台湾

平成25年11月20日、当社及び米国Photronics,Inc.は、同社の台湾子

会社であるPhotronics Semiconductor Mask Corp.(以下「PSMC」)に

当社の台湾子会社であるDNP Photomask Technology Taiwan Co., 

Ltd.(以下「DPTT」)を吸収合併させ、合併後の存続会社を当社及び

Photronics,Inc.の合弁会社として運営することを目的とした各種契

約を締結し、当該契約に基づき、平成26年1月16日、PSMC及びDPTTの

間で吸収合併契約が締結された。
 

合併の効力発生日は、平成26年3月31日を予定している。本合併をも

って、存続会社であるPSMCはその49.99％相当分の普通株式を当社に

割り当てる予定であり、具体的な株式数については後日確定する。

Photronics,Inc.の出資比率は50.01％となる予定である。合併比率

の算定根拠については、当社及びPhotronics,Inc.の各財務アドバイ

ザーの意見を参考に、PSMC及びDPTTのキャッシュフロー及び純資産

価額等を勘案して算定し、各社の取締役会で決定した。

本合併は、最先端フォトマスクの高度な製造技術を持つDPTTと、台

湾・東南アジア市場における幅広い顧客層と製品供給力に加え、メ

モリ向けフォトマスク製造技術に強みを持つPSMCのそれぞれの事業

を統合することで、両社のフォトマスク事業の一層の競争力強化を

図ることを目的としたものである。

存続会社は、合併の効力発生日前日のDPTTの一切の資産・負債を引

き継ぎ、半導体用フォトマスクの製造・販売を事業内容とする。資

本金の額は後日確定する。
 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況
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セグメントごとの業績は、次のとおりである。 

  

出版印刷関連は、出版市場の低迷が続くなか、受注拡大に努めた結果、書籍は前年を上回ったが、雑誌の減少

を補えず、前年を下回った。 

商業印刷関連は、チラシ、パンフレット、カタログなどが低調に推移し、前年を下回った。 

ビジネスフォーム関連は、少額投資非課税制度(ＮＩＳＡ)のスタートにともなう口座開設業務に関連したＢＰ

Ｏ(Business Process Outsourcing)事業の拡大により、パーソナルメール等のデータ入力・印刷・発送を行うＩ

ＰＳ(Information Processing Services)が増加し、好調に推移した。 

教育・出版流通事業は、リアルな書店とネット書店、電子書籍の販売サービスを連携させたハイブリッド型総

合書店「ｈｏｎｔｏ」の事業拡大に努めたが、不採算店舗の閉店などの構造改革を進めたことで、売上は前年を

下回った。 

その結果、部門全体の売上高は5,186億円(前年同期比1.4％減)、営業利益は74億円(前年同期比34.7％減)とな

った。 

  

包装関連は、フィルムパッケージ(軟包装)は堅調に推移したものの、ペットボトル用無菌充填システムの販売

が減少し、前年を下回った。 

住空間マテリアル関連は、消費税率引き上げ前の駆け込み需要などで国内の住宅着工戸数が増加するなか、Ｄ

ＮＰ独自のＥＢ(Electron Beam)コーティング技術を活かした環境配慮製品などが増加し、好調に推移した。 

産業資材関連は、薄型ディスプレイ用反射防止フィルムが増加したほか、フォトプリンター用の昇華型熱転写

記録材(カラーインクリボンと受像紙)が昨年１２月に開設したマレーシア新工場の寄与などもあって好調で、全

体として前年を上回った。 

その結果、部門全体の売上高は3,938億円(前年同期比0.3％減)、営業利益は255億円(前年同期比23.7％増)と

なった。 

  

液晶カラーフィルターは、スマートフォンやタブレット端末向けの中小型品は堅調に推移したが、大型テレビ

やパソコン向けが減少し、前年を下回った。 

フォトマスクは、国内向けは伸び悩んだものの、順調に拡大する海外需要を取り込み、前年を上回った。 

その結果、部門全体の売上高は1,294億円(前年同期比5.7％減)、営業利益は93億円(前年同期は19億円の営業

損失)となった。 

  

清涼飲料市場における販売競争が激化する厳しい状況のなか、プロモーション活動を積極的に展開するなど、

売上拡大に努めた。 

その結果、軽量ペットボトルを使ったミネラルウォーター「い・ろ・は・す」は増加したが、コーヒー飲料が

減少し、部門全体の売上高は418億円(前年同期比3.0％減)、営業利益は８億円(前年同期比23.4％増)となった。

  

〔印刷事業〕

(情報コミュニケーション部門)

(生活・産業部門)

(エレクトロニクス部門)

〔清涼飲料事業〕

(清涼飲料部門)
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当第３四半期連結累計期間において、ＤＮＰが対処すべき課題について、重要な変更はない。 

なお、株式会社の支配に関する基本方針は以下のとおりである。 

  
株式会社の支配に関する基本方針 

  

当社は、株式を上場して市場での自由な取引に委ねているため、会社を支配する者のあり方は、最終的には株

主全体の意思に基づいて決定されるべきであり、会社の支配権の移転を伴う買収提案に応じるか否かの判断につ

いても、最終的には、株主全体の意思に基づいて行われるべきものと考えている。 

しかし、当社株式の大量買付行為の中には、大量買付者のみが他の株主の犠牲の上に利益を得るような大量買

付行為、株主が買付けに応じるか否かの判断をするために合理的に必要な期間・情報を与えない大量買付行為、

大量買付け後の経営の提案が不適切である大量買付行為、大量買付者の買付価格が不当に低い大量買付行為等、

株主共同の利益を毀損するものもあり得る。 

当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者のあり方として、当社の企業理念を理解し、当社の

様々なステークホルダーとの信頼関係を築きながら、企業価値ひいては株主共同の利益を中・長期的に確保・向

上させることができる者でなければならないと考えている。したがって、企業価値ひいては株主共同の利益を毀

損するおそれのある不適切な大量買付行為を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不

適切であると考えている。 

  

この基本方針に基づき、当社株式の大量買付けが行われる場合の手続を定め、株主が適切な判断をするために

必要かつ十分な情報と時間を確保するとともに、大量買付者との交渉の機会を確保することで、当社の企業価

値・株主共同の利益の確保・向上に資するために、当社は、買収防衛策を導入しているが、平成25年６月27日開

催の当社第119期定時株主総会において承認を得て、一部変更の上、継続した(以下、継続後のプランを「本プラ

ン」)。本プランの概要は、次のとおりである。 

株券等保有割合が20％以上となる当社株式の買付け等をする者(以下「買付者」)は、買付行為を開始する前

に、本プランに従う旨の買付説明書、及び買付内容の検討に必要な、買付者の詳細、買付目的、買付方法その

他の情報を、当社に提出するものとする。 

下記(3)に記載された独立委員会(以下「独立委員会」)は、買付者より提出された情報が不十分であると判

断した場合は、買付者に対して、回答期限(最長60日)を定めて、追加的に情報を提供するよう求めることがあ

る。また、当社取締役会に対して、回答期限(最長30日)を定めて、買付けに対する意見、代替案等の提示を求

めることがある。 

独立委員会は、買付者及び当社取締役会から情報を受領した後60日間の評価期間をとり、受領した情報の検

討を行う。なお、独立委員会は、買付者の買付け等の内容の検討、買付者との協議・交渉、代替案の作成等に

必要とされる合理的な範囲内(最長30日)で期間延長の決議を行うことがある。 

当社は、買付説明書が提出された事実及び買付者より提供された情報のうち独立委員会が適切と判断する事

項等を、独立委員会が適切と判断する時点で株主に開示する。 

独立委員会は、買付者が本プランに従うことなく買付け等を開始したと認められる場合、又は独立委員会に

おける検討の結果、買付者の買付け等が当社の企業価値ひいては株主共同の利益を害するおそれがあると判断

した場合は、当社取締役会に対して、本プランの発動(新株予約権の無償割当て)を勧告する。なお、独立委員

会は当該勧告にあたり、本プランの発動に関して事前に株主総会の承認を得るべき旨の留保を付すことがあ

る。 

(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

(1) 当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

(2) 会社の支配に関する基本方針の実現のための取り組み

①  買付説明書及び必要情報の提出

②  独立委員会による情報提供の要請

③  独立委員会の検討期間

④  情報の開示

⑤  独立委員会による勧告
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当社取締役会は、独立委員会からの勧告を最大限尊重して、新株予約権の無償割当ての実施又は不実施に関

して決議する。なお、当該決議を行った場合は、速やかに、当該決議の概要の情報開示を行う。 

買付者は、当社取締役会が新株予約権の無償割当ての不実施を決議した後に、買付け等を開始するものとす

る。 

  

本プランを適正に運用し、取締役の恣意性を排するためのチェック機関として、独立委員会を設置する。独立

委員会の委員は３名以上とし、公正で客観的な判断を可能とするため、当社の業務執行を行う経営陣から独立し

ている当社社外取締役、当社社外監査役、及び社外の有識者の中から選任するものとし、当社社外取締役の塚田

忠夫氏、当社社外監査役の松浦恂氏及び慶應義塾大学法学部教授の宮島司氏が就任した。 

  

本プランは、買収防衛策に関する指針等の要件を完全に充足していること、株主意思を重視するものとなって

いること、経営陣から独立した独立委員会の判断が最大限尊重されること等の点で、合理性のあるプランとなっ

ている。そのため、本プランは、当社の上記基本方針に沿い、当社株主の共同の利益を損なうものではなく、か

つ、当社役員の地位の維持を目的とするものではないと判断している。 

  
なお、本プランの詳細については、インターネット上の当社ウェブサイト参照。 

(http://www.dnp.co.jp/ir/pdf/info_130627bouei.pdf) 

  

当第３四半期連結累計期間におけるＤＮＰ全体の研究開発費は23,069百万円である。 

なお、当第３四半期連結累計期間において、ＤＮＰの研究開発活動の状況に重要な変更はない。 

  

⑥  当社取締役会による決議

⑦  大量買付行為の開始

(3) 独立委員会の設置

(4) 本プランの合理性

(3) 研究開発活動
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該当事項なし。 

  

該当事項なし。 

  

該当事項なし。 

  

  

  

当四半期会計期間は、第３四半期会計期間であるため、記載事項はない。 

  

第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種    類 発行可能株式総数(株)

普通株式 1,490,000,000

計 1,490,000,000
 

② 【発行済株式】

種類

第３四半期会計期間末 
現在発行数(株)

提出日現在発行数(株) 上場金融商品取引所名 
又は登録認可金融商品 

取引業協会名
内容

(平成25年12月31日) (平成26年２月13日)

普通株式 700,480,693 700,480,693
東京証券取引所 
(市場第一部)

単元株式数は
1,000株である。

計 700,480,693 700,480,693 ― ―
 

(2) 【新株予約権等の状況】

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

(4) 【ライツプランの内容】

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式 
総数増減数

発行済株式 
総数残高

資本金増減額 資本金残高
資本準備金 
増減額

資本準備金 
残高

(千株) (千株) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

平成25年10月１日～ 
平成25年12月31日

― 700,480 ― 114,464 ― 144,898
 

(6) 【大株主の状況】
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当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、同日現在の株主名簿の記載内容を確認できない

ことから、直前の基準日(平成25年９月30日)に基づく株主名簿による記載をしている。 

  

平成25年９月30日現在 

  

(注) １．「完全議決権株式(その他)」の「株式数」の欄には、株主名簿上は当社名義となっているが実質的に所有

していない株式1,000株が含まれている。また、「議決権の数」の欄には、同株式に係る議決権の数１個は

含まれていない。 

２．「完全議決権株式(その他)」の「株式数」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の名義書換失念株式

3,000株が含まれている。また、「議決権の数」の欄には、同株式に係る議決権の数３個が含まれている。 

３．「単元未満株式」の「株式数」の欄には、自己株式等が以下のとおり含まれている。 

  

平成25年９月30日現在 

  

(注)  自己株式55,983,000株以外に株主名簿上は当社名義となっているが、実質的に所有していない株式が1,000株 

ある。 

なお、当該株式数は上記の①「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」の「株式数」に含まれている。 

  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における取締役及び監査役の異動はない。 

なお、常務役員・役員に関しては、役員杉本登志樹が、従来の担当に加え、平成25年10月１日付でソーシャルイノ

ベーション研究所担当となった。 

  

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
 普通株式

55,983,000
― ―

(相互保有株式)
 普通株式

1,085,000
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

641,268,000
641,267 ―

単元未満株式
普通株式

2,144,693
― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 700,480,693 ― ―

総株主の議決権 ― 641,267 ―
 

大日本印刷㈱ 630株

教育出版㈱ 274株
 

② 【自己株式等】

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義 
所有株式数 

(株)

他人名義 
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

大日本印刷㈱
東京都新宿区市谷加賀町 
１－１－１

55,983,000 ― 55,983,000 7.99

教育出版㈱
東京都千代田区神田神保町
２－10

1,085,000 ― 1,085,000 0.15

計 ― 57,068,000 ― 57,068,000 8.15
 

２ 【役員の状況】
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当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成している。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成25年10月１日から平成

25年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成25年４月１日から平成25年12月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、明治監査法人による四半期レビューを受けている。 

  

第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

２．監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】
(単位：百万円)

        前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年12月31日)

資産の部    
  流動資産    
    現金及び預金 213,630 171,564
    受取手形及び売掛金 367,765 363,214
    商品及び製品 91,047 91,712
    仕掛品 29,030 32,451
    原材料及び貯蔵品 18,977 21,038
    その他 33,583 26,777

    貸倒引当金 △2,883 △2,908

    流動資産合計 751,150 703,849

  固定資産    
    有形固定資産    
      建物及び構築物（純額） 196,019 195,215
      機械装置及び運搬具（純額） 129,350 115,717
      土地 154,005 152,276
      建設仮勘定 22,921 28,047

      その他（純額） 36,157 34,761

      有形固定資産合計 538,454 526,018

    無形固定資産    

      その他 35,480 32,514

      無形固定資産合計 35,480 32,514

    投資その他の資産    
      投資有価証券 189,657 231,645
      その他 70,210 60,052

      貸倒引当金 △5,977 △5,821

      投資その他の資産合計 253,890 285,875

    固定資産合計 827,825 844,408

  資産合計 1,578,976 1,548,258

           
 

― 9 ―



(単位：百万円)

      前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年12月31日)

負債の部    
  流動負債    
    支払手形及び買掛金 249,567 254,500
    短期借入金 47,296 43,289
    1年内償還予定の社債 50,760 1,780
    賞与引当金 16,004 6,526

    その他 94,156 89,387

    流動負債合計 457,784 395,484

  固定負債    
    社債 102,800 101,575
    長期借入金 19,548 21,619
    退職給付引当金 26,441 26,903

    その他 35,345 31,847

    固定負債合計 184,135 181,945

  負債合計 641,920 577,430

純資産の部    
  株主資本    
    資本金 114,464 114,464
    資本剰余金 144,898 144,898
    利益剰余金 722,057 723,434

    自己株式 △94,226 △94,307

    株主資本合計 887,193 888,490

  その他の包括利益累計額    
    その他有価証券評価差額金 18,908 42,272
    繰延ヘッジ損益 8 △19

    為替換算調整勘定 △12,986 △4,748

    その他の包括利益累計額合計 5,930 37,504

  新株予約権 16 16

  少数株主持分 43,915 44,817

  純資産合計 937,055 970,827

負債純資産合計 1,578,976 1,548,258
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

   
前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
 至 平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
 至 平成25年12月31日)

売上高 1,088,291 1,075,027

売上原価 894,715 871,923

売上総利益 193,575 203,103

販売費及び一般管理費 169,090 166,975

営業利益 24,484 36,127

営業外収益    
  受取利息及び配当金 3,181 3,362
  持分法による投資利益 2,872 973

  その他 5,392 5,624

  営業外収益合計 11,446 9,960

営業外費用    
  支払利息 2,618 2,297

  その他 4,575 3,183

  営業外費用合計 7,194 5,480

経常利益 28,737 40,607

特別利益    
  固定資産売却益 234 985
  受取補償金 293 297

  その他 121 325

  特別利益合計 648 1,609

特別損失    
  固定資産除売却損 3,157 3,287
  投資有価証券評価損 3,073 154

  その他 2,673 436

  特別損失合計 8,904 3,878

税金等調整前四半期純利益 20,481 38,338

法人税、住民税及び事業税 10,201 8,691

法人税等調整額 796 6,588

法人税等合計 10,997 15,280

少数株主損益調整前四半期純利益 9,483 23,058

少数株主利益又は少数株主損失（△） △413 1,056

四半期純利益 9,896 22,002
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

   
前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
 至 平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
 至 平成25年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 9,483 23,058

その他の包括利益    
  その他有価証券評価差額金 2,215 22,973
  繰延ヘッジ損益 △4 △15
  為替換算調整勘定 1,178 8,170

  持分法適用会社に対する持分相当額 △11 489

  その他の包括利益合計 3,378 31,618

四半期包括利益 12,861 54,676

（内訳）    
  親会社株主に係る四半期包括利益 13,655 53,576
  少数株主に係る四半期包括利益 △794 1,100
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当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していない。なお、第３四半期連

結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれんの償却額は、以下のと

おりである。 

  

  

Ⅰ  前第３四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日) 

  
１．配当金支払額 

  

  
２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの 
  

該当事項なし。 

  

Ⅱ  当第３四半期連結累計期間(自  平成25年４月１日  至  平成25年12月31日) 

  
１．配当金支払額 

  

  
２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの 
  

該当事項なし。 

  

【注記事項】

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

 
前第３四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日
至  平成25年12月31日)

減価償却費 60,149百万円 54,612百万円

のれんの償却額 2,356  〃 2,075  〃
 

(株主資本等関係)

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり 
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月28日 
定時株主総会

普通株式 10,313 16 平成24年３月31日 平成24年６月29日 利益剰余金

平成24年11月８日 
取締役会

普通株式 10,313 16 平成24年９月30日 平成24年12月10日 利益剰余金
 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり 
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月27日 
定時株主総会

普通株式 10,312 16 平成25年３月31日 平成25年６月28日 利益剰余金

平成25年11月７日 
取締役会

普通株式 10,311 16 平成25年９月30日 平成25年12月10日 利益剰余金
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Ⅰ  前第３四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日) 

  

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

(単位：百万円)

  

(注) １．セグメント利益又は損失(△)の調整額は、報告セグメントに帰属しない基礎研究並びに各セグメント共有の

研究に係る費用である。 

２．セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。 

  

Ⅱ  当第３四半期連結累計期間(自  平成25年４月１日  至  平成25年12月31日) 

  

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

(単位：百万円)

  

(注) １．セグメント利益の調整額は、報告セグメントに帰属しない基礎研究並びに各セグメント共有の研究に係る費

用である。 

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。 

  

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

 

報告セグメント

調整額

(注)１

四半期連結 

損益計算書 

計上額

(注)２

情報コミュニ

ケーション
生活・産業

エレクトロ 

ニクス
清涼飲料 合 計

売上高              

  外部顧客への売上高 521,381 386,526 137,273 43,110 1,088,291 ― 1,088,291

  セグメント間の内部売上高 

  又は振替高
4,689 8,502 0 1 13,194 △13,194 ―

計 526,070 395,028 137,274 43,112 1,101,485 △13,194 1,088,291

セグメント利益又は損失(△) 11,335 20,611 △1,941 654 30,659 △6,174 24,484
 

 

報告セグメント

調整額

(注)１

四半期連結 

損益計算書 

計上額

(注)２

情報コミュニ

ケーション
生活・産業

エレクトロ 

ニクス
清涼飲料 合 計

売上高              

  外部顧客への売上高 514,481 389,300 129,421 41,824 1,075,027 ― 1,075,027

  セグメント間の内部売上高 

  又は振替高
4,135 4,538 1 2 8,678 △8,678 ―

計 518,617 393,838 129,422 41,827 1,083,705 △8,678 1,075,027

セグメント利益 7,401 25,505 9,373 807 43,087 △6,959 36,127
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１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基

礎は、以下のとおりである。 

  

  

  

平成25年11月７日開催の取締役会において、第120期中間配当に関し、以下のとおり決議した。 

  

(注) 平成25年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行っている。 

  

(１株当たり情報)

項目
前第３四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日
至  平成25年12月31日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 15円36銭 34円16銭

(算定上の基礎)      

四半期純利益金額 (百万円) 9,896 22,002

普通株主に帰属しない金額 (百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額 (百万円) 9,896 22,002

普通株式の期中平均株式数 (千株) 644,039 643,959

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 15円32銭 34円01銭

(算定上の基礎)      

四半期純利益調整額 (百万円) △25 △95

(うち関係会社の潜在株式による影響額) (百万円) (△25) (△95)

普通株式増加数 (千株) ― ―
 

２【その他】

中間配当金総額 10,311百万円

１株当たりの中間配当額 16円00銭

効力発生日並びに支払開始日 平成25年12月10日
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該当事項なし。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

― 16 ―



  

  

平成26年２月13日

大日本印刷株式会社 

取締役会  御中 

  

  

  

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている大日本印刷株式

会社の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成25年10月１日から平

成25年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成25年４月１日から平成25年12月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期

レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、大日本印刷株式会社及び連結子会社の平成25年12月31日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
  

以  上 

  

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管している。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていない。 

  

独立監査人の四半期レビュー報告書

明治監査法人
 

代表社員
業務執行社員

公認会計士 笹    山          淳      ㊞
 

代表社員
業務執行社員

公認会計士 塚    越    継    弘      ㊞
 

代表社員
業務執行社員

公認会計士 志    磨    純    子      ㊞
 

代表社員
業務執行社員

公認会計士 木    村    ゆ り か      ㊞
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